
ジェトロのState by Stateの活動
2024年度・2025年度の活動実績

「行動計画3.0」に基づき、知事や州政府高官、現地ビジネスリーダー等に対して日本企業の米国経済への貢献を戦略的
かつ継続的に打ち込み。州政府や日本企業の関心分野である半導体やイノベーションなどの分野での活動を強化してきた。
2025年度は、7月の日米関税合意の内容等も踏まえ、戦略分野における対米投資・協業連携促進を一層強化していく。

１ 【対州政府】日本企業による米国経済への貢献を発信

＜ラウンドテーブル・知事等面談で日本企業の貢献を発信＞
◼ 日本企業の米国地域経済への貢献や企業の課題である労働力開

発ニーズを伝えるため、ラウンドテーブル等を13件、州知事
や州商務長官など要人との個別面談を170件実施。

◼ 日本企業の貢献を伝える冊子「Japan U.S. Investment
Dynamic」を更新。

＜SelectUSA投資サミットでのジャパンセッションの開催＞
◼ 日本企業の投資による米国経済への貢献発信と更なる進出支援

を要請するための「ジャパン・セッション」を実施。州政府や
連邦政府の約270名が参加。

【対日本企業】 州政府と連携して対米投資を支援

第2次トランプ政権への対応

＜州政府セミナー等を通しての投資環境に係る情報提供＞
◼ 州知事、州経済開発長官等の訪日機会を捉えて、対米投資を

テーマとしたセミナーを開催。ニューヨーク、ユタ、イリノイ
など３州やシカゴ市と共催セミナーを実施。延べ279人が参加。

＜ミッション派遣を通してビジネス環境を調査＞
◼ 州政府等と連携し、半導体エコシステムやイノベーション等を

テーマに、テキサス、アリゾナ、オハイオ、カンザス、フロリ
ダ、オレゴンなど10州に11件のミッションを派遣。延べ235
社が参加。

＜日米サプライチェーン強靭化を支援＞
◼ 経済安全保障上、戦略的に重要である半導体や量子等

の分野でミッション派遣や、自動車分野の商談会を実
施し、日米サプライチェーンの強靭化を支援。

＜関税措置を受けた相談窓口設置・情報発信強化＞
◼ 2025年2月に日本企業向けの相談窓口を設置し、12

月時点で4,000件超の相談に対応。
◼ ジェトロのウェブサイト上で特集を組み、通商政策に

係る情報発信の強化、日本企業のビジネスへの影響等
に関するアンケート調査を実施。

SelectUSA投資サミットでのジャパン
セッション（2024年6月＠メリーランド州）

イリノイ州知事とのセミナー
（2024年10月＠東京）

ユタ州知事とのセミナー
（2024年10月＠東京）

イリノイ州、マサチューセッツ州への
量子ミッション（2025年6月）

TX州、AZ州、OH州への半導体
ビジネス環境調査ミッション

（2024年11月）

ニューヨーク市アダムス市長との
ラウンドテーブル

（2025年2月＠ニューヨーク州）
ネブラスカ州知事との面談

（2024年10月＠ネブラスカ州）

SEMICON Westの機会を捉えたアリゾナ州、
ニューヨーク州への半導体ミッション

（2025年10月）

関税措置等に伴う日本企業相談窓口の設置、
ジェトロサイトでの情報発信強化
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テキサス州知事との面談
（2024年7月＠東京）
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